
平成24年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

計 7,085 6,583 1,374 0 42 5,167

660 1経常 私立幼稚園運営補助事業
対象幼稚園（2園) 負担金補助

及び交付金
660 660

1,374 42 4,507 3経常 幼稚園就園奨励事業
減免対象（公立6
名、私立52名）、調
整対象（私立17名）

負担金補助
及び交付金

6,425 5,923

国・県支出金 市債 その他 一般
評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

課　名 学校教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

事
業
概
要

　○幼稚園就園奨励事業・・・保護者の所得状況に応じて経済的負担を軽減するとともに、公立・私立幼稚園間の保護者負担の格差の是
　　正を図ることを目的とし補助金を交付する。
　　　［対象幼稚園：市内公立幼稚園、私立(犬飼幼稚園、どんぐり幼稚園、しらゆり幼稚園）］
　　　また、市内の私立幼稚園に在園する園児の保護者に対して、公立幼稚園と私立幼稚園の保育料負担の均衡を図るため豊後大野市
　　私立幼稚園就園保育料調整補助金を交付する。
　　　［対象：5歳児保護者対象］
　　　［対象幼稚園：犬飼幼稚園、どんぐり幼稚園］　　306,000円
　
　○私立幼稚園運営補助・・・市内私立幼稚園に運営費を補助する。〔どんぐり幼稚園・犬飼幼稚園　　Ｈ25年度で終了〕
　　330,000円×2園

目
的

公立と私立幼稚園間の保護者負担の是正
対
象

公立幼稚園保護者、私立
幼稚園保護者及び私立幼
稚園設置者

10 4 1 306 頁 幼稚園費 幼稚園就園奨励事業
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２２～Ｈ２４（決算額）、Ｈ２５（予算現額） ６．H２６年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

0.2

着眼点 分析 分析根拠

継続
引き続き、補助金交付要綱等の見直しについて検討を行い課題解決を図
ること。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 格差は是正されている

事業の方向性 評価内容

1,718 872

一般財源 7,585 6,847 5,167 6,696

うち経常 7,585 6,847 5,167 6,696

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 1 対象者が限定される

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 2
補助対象者の数が指標の分析につ
ながるが国の基準での運用で一部不
均衡が生じ検討の余地がある

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
国の基準で事業実施しており、低所
得保護者の経済的負担の軽減から
必要

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 国の基準で事業実施

事業費に係る人役 0.2 0.4 0.4

そ の 他 42

理由

県　　費

私立幼稚園運営補助金は２５
年度で廃止する。

市　　債
財
源
内
訳

国　　費 2,012 1,882 1,374 1,520

事業費に係る人件費 876 1,720

6,583 8,216
減額

うち経常経費 9,597 8,729 6,541 8,216

豊後大野市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の見直しを行う

決 算 額 （千円）
Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 方向性

9,597 8,729

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ － －

－ －

就園奨励費を国の基準区分で交付すると私立幼稚園就園保護者負
担が公立幼稚園就園保護者負担より少なくなる場合がある

－ － －

課題
c

－

a 受給者 人
116

－

－ －

－ － －

－ －

b
－

単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

補助金支給率
－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 活動指標名

人 99 人 75 人

－ － －

－

ｃ ｄ

数値 目標 ー 目標

-

活
動
指
標

指標 a 受給者 ｂ

成
果
指
標

指標名 補助金支給率 目
標
年
度

Ｈ27

指標の設定理由

豊後大野市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の規定による保護者負担
の是正数値
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分析グラフ
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